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■ 会社概要（２０１２年３月末現在）

・ 創業 １８７７年（明治１０年）４月
・ 創立 １９４１年（昭和１６年）１２月
・ 本店所在地 甲府市丸の内１丁目２０番８号
・ 資本金 １５４億円
・ 従業員数 １，７０４人
・ 営業店舗数 本支店・出張所９２　※６月５日現在

（山梨７６、東京１５、神奈川１）
　　　　　　　　　　　　　 法人営業所１（東村山市）
　　　　　　　　　　　　　 海外駐在員事務所１（香港）

当行は、地域に根ざし、地域社会の繁栄と経済発展に寄与するとともに、お客さまから信頼して　

いただける健全な経営姿勢を堅持し、経営内容の充実に努めてまいります。

本店

「地域密着と健全経営」

＜経営理念＞

当行プロフィール当行プロフィール
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Ⅰ　Ⅰ　平成平成２３年度決算２３年度決算概要概要
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平成平成２３年度損益２３年度損益概況概況

経　
　

費

（億円） 前期比

人件費 159 △ 0

物件費 131 10

税金 11 △ 1

301 8経費

24/3期

役
務
取
引
等
利
益

（億円） 前期比

役務取引等収益 65 △ 2

投資信託 7 △ 0

個人向け国債 0.2 △ 0

生命保険 5 0

その他 52 △ 1

役務取引等費用 22 0

43 △ 2役務取引等利益

24/3期

資

金

利

益　

（
差
異
要
因
）

（億円、％） 残高要因 利回り要因

資金運用収益 371 △ 16 ( △ 4.1 ) 15 △ 31

貸出金利息 241 △ 16 ( △ 6.3 ) △ 2 △ 14

有価証券利息 127 △ 1 ( △ 0.2 ) 13 △ 13

ｺｰﾙﾛｰﾝ 等 1 △ 0 ( △ 2.5 ) △ 0 △ 0

資金調達費用 18 △ 5 ( △ 22.9 ) 1 △ 6

預金等利息 16 △ 5 ( △ 23.8 ) 1 △ 6

ｺｰﾙﾏﾈｰ 等 1 △ 0 ( △ 10.6 ) 0 △ 0

352 △ 12 ( △ 3.0 ) ― ―

24/3期

資金利益

前期比（増減率）23/3期 24/3期

経　常　収　益 485 463 △ 22 ( △ 4.4 )

業 務 粗 利 益 422 397 △ 25 ( △ 5.8 )

資金利益 364 352 △ 12 ( △ 3.0 )

役務取引等利益 45 43 △ 2 ( △ 4.7 )

 その他業務利益 12 1 △ 11 ( △ 91.2 )

 コア業務粗利益 411 398 △ 13 ( △ 3.1 )

国債等債券関係損益 10 △ 0 △ 10 ( △ 104.8 )

293 301 8 ( 2.9 )

△ 7 - 7 ( 100.0 )

136 95 △ 41 ( △ 29.8 )

118 96 △ 22 ( △ 18.3 )

△ 62 △ 8 54 ( 86.6 )

うち不良債権処理額（△） 21 2 △ 19 ( △ 88.1 )

うち株式等関係損益 △ 37 △ 10 27 ( 70.8 )

73 87 14 ( 18.5 )

△ 6 △ 1 5 ( 79.9 )

67 86 19 ( 27.3 )

17 0 △ 17 ( △ 97.4 )

11 16 5 ( 34.9 )

38 69 31 ( 80.3 )

前期比（増減率）（億円、％）

コア業務純益

一般貸倒引当金繰入額（△）

経　費（△）

業 務 純 益

当 期 純 利 益

臨 時 損 益

経 常 利 益 

特 別 損 益

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税（△）

法人税等調整額（△）
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3,488 3,584
3,634 3,727

3,931

2,273
1,178 1,265

1,036 1,087

902

18,970
18,16618,002

17,22617,049

2,112 2,087
2,063 2,150

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3

（億円）

16,806 17,231 17,469 17,764 18,522

4,889 4,690 4,811 4,897
5,123

2,135 2,243
2,456

2,470

2,431

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3

（億円）

マーケット別残高推移預金残高推移

預金の預金の状況状況

国中地域

西東京
ﾌﾞﾛｯｸ

合 計

個 人

法 人

合 計

地公体等
24,73824,164

県内預金シェア推移

東京ﾌﾞﾛｯｸ24,164
23,830

ゆうちょ銀行
を除く

23,830

25,132

25,132

郡内地域

24,738

+945
（+3.7%）

26,077

26,077

△185

＋123

＋204

＋804

△39

＋226

＋758

＋945

45.8 46.4 47.2 47.8 49.0

7.3 7.8 7.7 7.7 7.6

31.7 30.9 30.0 30.0 28.9

13.4 13.2 13.2 12.9 12.8

1.6 1.7 1.9 1.6 1.7

0%

50%

100%

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3

+1.2Ｐ

当　行

信金･信組

大手行

その他

ＪＡ
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貸出金残高推移

8,946 9,206 8,804

4,053 3,976

2,355
2,7842,426 2,250 2,316

8,704
8,753

3,771
3,7263,910

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3

（億円）

7,648 7,900 7,875 7,850 7,685

1,292 1,239 1,199 1,169 1,149

3,056
3,611

3,375 3,371

1,594
1,017

983 1,294 869

1,834 1,664 1,575 1,6071,597

3,522

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3

（億円）

マーケット別残高推移

貸出金の状況貸出金の状況

国中
地域

西東京
ﾌﾞﾛｯｸ

合 計 個 人

事業先

国・
地公体

合 計

15,434

県内貸出金シェア推移

東京
ﾌﾞﾛｯｸ

15,425
15,031

38.1 38.8 39.0 39.7 40.1

9.0 9.3 9.2 9.2 9.2

36.7 35.4 35.1 34.6 34.1

7.2 7.4 7.4 7.4 7.4

9.0 9.1 9.3 9.1 9.2

0%

50%

100%

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3

15,260

本部所管
貸出金

（注）本部所管貸出は、財務省向け貸出、ローン・パーティシペーションおよび譲受債権等をいう

郡内
地域

当　行

信金･信組

大手行

政府系他

ＪＡ

+0.4Ｐ

△426
（△2.7%）

14,834

15,43415,425 15,031 15,260 14,834

△425

+151

+32

△20

△165

△45

+49

△429

△426
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有価証券の状況有価証券の状況

有価証券残高（時価評価前）の推移

3,654 3,439

4,689
5,583

7,481

1,603 1,602

1,682

1,695

1,808

1,803
2,859

3,015

2,718

2,512

504

499

521
478

447

577

221

305

258

207
28

19

157

24

180

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3

（億円）

8,324

国債

地方債

社債

株式

投信等

外債

8,864

687億円687億円686億円

合計12,486

評価損益の推移

29

-27
-1 4

260

53
80

118

46

90

239

176

63

173

-100

0

100

200

300

400

500

600

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3（億円）

323

82

380

合計

うち変動利付国債

＋11億円

投信

債券

株式

23/3 24/3 増減

128 127 △ 1

有価証券利回り 1.18% 1.07% △ 0.11P

10 △ 0 △ 10

  うち国債等債券売却益(＋） 13 10 △ 3

  うち国債等債券売却損（△） 2 10 + 8

  うち国債等債券償却(△） - - - 

△ 37 △ 10  + 27

  うち株式等売却益（＋） 6 3 △ 3

  うち株式等売却損（△） 6 8 + 2

  うち株式等償却(△） 37 5 △ 32

 国債等債券関係損益

株式等関係損益

有価証券利息・配当金

有価証券関係損益の内訳

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3
円貨債券 3.4 3.7 3.9 3.8 3.5

円貨債券修正デュレーションの推移

686億円686億円

（億円）

うち変動
利付国債

+1,768
（+16.4%）

10,192

+95

292

10,718

228+1,898
（+33.9%）

+9
△14

△31

△206

+113
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40 38 38 38 38

18
17 16 15 14

13

8 11 13 13

10.99%10.86%

10.64%

11.19%11.20%

0

20

40

60

80

100

120

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3

(億円)

役務収益の状況役務収益の状況

※　役務利益率＝役務取引等利益÷業務粗利益

役務利益率
4,373百万円
39,782百万円

合　計

内国為替振込

貸金庫･ATM
･口座振替ほか

投信･生命保険
･個人向け国債

64

役務取引等収益・役務利益率実績推移

269

103

200
246

192

116

160

78

60

39

52

59

163

224

210

0

100

200

300

400

500

600

700

800

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3

(億円)

投信・個人向け国債・生命保険販売額推移

投資信託
販売額

個人向け国債
販売額

生命保険
販売額

437

322

441
455 合　計

71

△2
（△2.7%）

△61
（△11.8%）

△54
（△22.0%）

6567

516

66

　＋14
（＋6.9%）
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金融再生法開示債権額・比率の推移

金融再生法開示債権の状況金融再生法開示債権の状況

73 31

489

353
331

370 372

278

276
293

146 119

28
14 23

3.48%

5.39%

4.24% 4.21%

3.51%

0

300

600

900

1,200

1,500

1,800

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3

(億円)

638662

841

破産更生等
債権

要管理債権

危険債権

不良債権比率

不良債権合計

部分直接償却を
実施した場合

3.26％

部分直接償却を
実施した場合

3.26％

不良債権比率

金融再生法開示債権の保全状況

貸倒引当金

貸倒引当金

担保・保証等

担保・保証等

貸倒引当金

要管理債権

(億円） (億円）

119 75

44

12
28

2

279

81

開示債権 保全状況 保全率

100%

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

96.7%

危険債権

53.5%

要管理債権

保全率

95.0%

保全率

95.0%520 495

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

貸倒引当金

貸倒引当金

危険債権

372

危険債権

担保・保証等

540

520億円
1兆4,939億円

540億円
1兆5,370億円

担保・保証等

△0.03Ｐ

△20
（△3.70%）

520

△27

+2

+5
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　　12.53%

13.11%

15.14%

15.90%
16.07%

14.23%

15.35%

14.54%

12.53%

15.66%

13.64%

14.54%

12.82%

15.66%

15.35%

12%

13%

14%

15%

16%

17%

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3

※コアTierⅠ：自己資本のうち、資本金・資本剰余金・利益剰余金等

自己資本比率の推移 自己資本額の内訳

（億円）

 信用リスク 標準的手法

 オペレーショナルリスク 粗利益配分手法

新ＢＩＳ採用手法

自己資本比率の状況自己資本比率の状況

自己資本比率

TierⅠ比率

コアTierⅠ
比率

24/3期 23/3期比

TierⅠ（基本的項目） (A) 1,487 50

うちコアTierⅠ 1,487 50

うち繰延税金資産の純額 - -

うち優先株式・優先出資証券 - -

TierⅡ（補完的項目） (B) 39 △ 11

うち一般貸倒引当金 39 △ 11

控除項目 (C) - -

自己資本額          (A)+(B)-(C) 1,527 39

リスク・アセット等 9,497 143TierⅠ比率15.66％は

地銀64行中 第2位

（当行調べ）　

TierⅠ比率15.66％は

地銀64行中 第2位

（当行調べ）　

+0.17Ｐ
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ⅡⅡ　中期経営計画「未来創造プラン　中期経営計画「未来創造プラン 20132013」」
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中期経営計画「未来創造プラン中期経営計画「未来創造プラン ２０１３」２０１３」

【 経営基盤の強化 】

【営業力の強化 】

【 地域社会への貢献 】

③地域特性に応じた地区戦略

基　

本　

戦　

略

基　

本　

戦　

略

①市場運用力の強化

③効率的な業務運営体制の構築

①地域経済の活性化への取組み

③環境問題への取組み

②地域社会貢献への取組み

⑤内部管理態勢の充実

②法人営業基盤拡充戦略①個人営業基盤拡充戦略

②営業店業務プロセス改革

④営業チャネル戦略

④人材の育成と組織の活性化

　～ＣＳとソリューション営業～

コンプライアンス　　　顧客保護

　

地
域
密
着
型
金
融
推
進
へ
の
取
組
み

　

金
融
円
滑
化
へ
の
取
組
み

地域社会の持続的発展に

貢献する銀行

働きがいのある活気

あふれる銀行

高い健全性と低コスト・高収益

体質を兼ね備えた銀行

お客さまから信頼され、

支持される銀行

お客さま 株主の皆さま地域社会 従業員

地域の皆さまとともに未来を創造する質の高い金融サービス業

経営ビジョン（あるべき姿）経営ビジョン（あるべき姿）

経営理念　「地域密着と健全経営」経営理念　「地域密着と健全経営」

行動指針　：　「感謝・謙虚」、「自信・誇り」、「誠実・清潔」、「挑戦・努力」、「親愛・信頼」行動指針　：　「感謝・謙虚」、「自信・誇り」、「誠実・清潔」、「挑戦・努力」、「親愛・信頼」
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計画期間　計画期間　

足固めの前半足固めの前半
飛躍のための先行投資

飛躍の後半へ飛躍の後半へ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　
　※屈屈伸：囲碁棋士 故藤沢秀行氏の言葉
　　　　　　　

主要システム稼動準備 Bank Vision稼動
（平成23年1月）

KeyMan稼動
（平成23年10月）

屈屈 屈屈 伸伸

平成23年度 平成24年度平成22年度

営業力の強化

収益機会の発掘
営業基盤の強化

経営基盤の強化

営業店業務プロセス改革
事務の合理化・効率化の推進

地域社会への貢献

地域経済活性化への取組み
社会貢献活動の展開

・チャネル戦略の展開
・地区戦略の展開
・セグメント戦略の展開
・取引メイン化の推進　　等

・市場運用力の強化
・システム導入による業務プロ
セス改革
・経費の抜本的・戦略的見直し
・リスク管理の強化・高度化　等

地域社会発展へ寄与

地域の皆さまとともに
未来を創造する

質の高い金融サービス業

・地域連携促進、産学官金連携
・教育支援、文化・スポーツ等の
振興
・環境活動の取組強化　　等

磐石な経営基盤の構築

成長戦略の展開

平成２２年４月（２０１０年４月）～平成２５年３月（２０１３年３月）　【３年間】
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定量目標定量目標

中計策定の環境認識
・経済は低成長
・現行（策定時）の金利水準が継続

項　目
２３/３期
（通期実績）

２５/３期
（最終年度目標）

コア業務粗利益 ４４０億円以上

コア業務純益 １４５億円以上

貸出金残高
（期中平残）

１５,７００億円

預金残高
（期中平残）

２６,０００億円

ＯＨＲ ６７％以下

ＲＯＡ ０.５％以上

ＲＯＥ ３.３％以上

自己資本比率
（国内基準）

１４％台

不良債権比率

２４/３期
（通期実績）

３９８億円

９６億円

１４,６６６億円

２５,９２２億円

７５.８０％

０.３４％

４.６４％

１６.０７％

３.４８％

２３/３期比

△１３億円

△２２億円

△１５２億円

＋９５４億円

＋４.５０Ｐ

△０.０９Ｐ

＋２.０４Ｐ

＋０.１７Ｐ

△０.０３Ｐ ３％台

４１１億円

１１８億円

１４,８１９億円

２４,９６８億円

７１.３０％

０.４３％

２.６０％

１５.９０％

３.５１％

※ ＯＨＲ＝経費÷コア業務粗利益
　　ＲＯＡ＝コア業務純益÷総資産（平残）
　　ＲＯＥ＝当期純利益÷純資産（平残）
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ⅢⅢ　平成　平成２４年度２４年度業績業績予想予想
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平成平成２４年度損益２４年度損益予想予想

配

当

23/3期 24/3期 25/3期予定

6.00円 7.00円 6.00円１株当たり配当金（年間）

経　
　

費

（億円） 前期比

人件費 158 △ 1

物件費 134 3

税金 12 1

305 4経費

25/3期
（予想）

役
務
取
引
等
利
益

（億円） 前期比

役務取引等収益 71 6

投資信託 8 1

個人向け国債 0.4 0.2

生命保険 7 1

その他 55 3

役務取引等費用 22 0

48 5役務取引等利益

25/3期
（予想）

資

金

利

益　

（
差
異
要
因
）

（億円、％） 残高要因 利回り要因

資金運用収益 358 △ 13 ( △ 3.5 ) 8 △ 21

貸出金利息 237 △ 4 ( △ 1.6 ) 5 △ 9

有価証券利息 120 △ 7 ( △ 5.5 ) 7 △ 14

ｺｰﾙﾛｰﾝ 等 1 0 ( 0.0 ) 0 0

資金調達費用 16 △ 2 ( △ 11.1 ) 0 △ 2

預金等利息 14 △ 2 ( △ 12.5 ) 0 △ 2

ｺｰﾙﾏﾈｰ 等 1 0 ( 0.0 ) 1 △ 1

342 △ 10 ( △ 2.8 ) ― ―資金利益

前期比（増減率）
25/3期
（予想）

24/3期 25/3期(予想）

 経 常 収 益 463 462 △ 1 ( △ 0.2 )

業 務 粗 利 益 397 392 △ 5 ( △ 1.2 )

資金利益 352 342 △ 10 ( △ 2.8 )

役務取引等利益 43 48 5 ( 11.6 )

その他業務利益 1 1 0 ( 0.0 )

398 392 △ 6 ( △ 1.5 )

△ 0 0 0 ( 100.0 )

301 305 4 ( 1.3 )

- △ 11 △11 ( - )

96 87 △ 9 ( △ 9.3 )

△ 8 △ 36 △ 28 ( △ 350.0 )

2 30 28 ( 1,400.0 )

△ 10 △ 3 7 ( 70.0 )

87 62 △ 25 ( △ 28.7 )

69 40 △ 29 ( △ 42.0 )

国債等債券関係損益

 コア業務粗利益

うち株式等関係損益

（億円、％） 前期比（増減率）

当 期 純 利 益

コア業務純益

一般貸倒引当金繰入額（△）

経　費 （△）

臨 時 損 益

経 常 利 益 

うち不良債権処理額（△）

24/3期末 25/3期末（想定）

日経平均株価 10,083 円 10,083円

７０周年
記念配１円
（中間３.５円）
（期末３.５円）
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3,639
3,703

3,743
3,891

4,008

2,240
709

693
815

1,088
772

19,17618,73018,28217,77617,272

2,130
2,079

2,126
2,212

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

21/3 22/3 23/3 24/3 25/3

（億円）

17,114 17,443 17,661 18,180 18,785

4,559 4,665
4,953

5,082
5,171

2,078
2,143

2,353
2,659

2,239

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

21/3 22/3 23/3 24/3 25/3

（億円）

マーケット別残高（平残）　預金平残

預金計画預金計画

国中地域

西東京
ﾌﾞﾛｯｸ

合 計

個 人

法 人

合 計

地公体等東京ﾌﾞﾛｯｸ

26,197

23,751
24,252

24,968

郡内地域

計画

+275
（+1.0%）

26,197

23,751
24,252

25,922

24,968

計画

25,922

△316

+28

+117

+446

△420

+89

+605

+275
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金融商品計画金融商品計画

個人向け国債の残高・手数料推移

1,081

1,170
1,214

1,112
1,207

46

82

22

34

42

0

500

1,000

1,500

2,000

21/3 22/3 23/3 24/3 25/3

0

50

100

残高（億円）

手数料
（百万円）

（億円） （百万円）

生命保険の販売額・手数料推移

285

59

163

224
210

726

234

595594

474

0

100

200

300

400

500

21/3 22/3 23/3 24/3 25/3

0

250

500

750

1,000

販売額
（億円）

手数料
（百万円）

（億円） （百万円）

投資信託の残高・手数料推移

836

765

823

665

879

620

751
704

523

861

0

300

600

900

1,200

21/3 22/3 23/3 24/3 25/3

0

500

1,000

1,500

計画

残高（億円）

手数料
（百万円）

（億円） （百万円）

計画 計画
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貸出金平残

1,263 1,211 1,170 1,141
1,175

3,323 3,456 3,348 3,468 3,599

1,481 930 1,148 976 1,373

7,5927,5497,348 7,518 7,195

1,778 1,613 1,561 1,621
1,558

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

21/3 22/3 23/3 24/3 25/3

（億円）

マーケット別残高（平残）　

貸出金計画貸出金計画

3,935 3,881 3,822

8,719 8,522 8,316 8,524
8,806

2,359 2,680

3,751

3,810

2,540
2,391

2,348

0

2 ,000

4 ,000

6 ,000

8 ,000

10 ,000

12 ,000

14 ,000

16 ,000

18 ,000

21/3 22/3 23/3 24/3 25/3

（億円）

国中
地域

西東京
ﾌﾞﾛｯｸ

合 計

東京
ﾌﾞﾛｯｸ

15,195
14,762

郡内
地域

14,965

事業性
貸出

個人
ローン

本部所管
貸出金

14,819

（注）本部所管貸出は、財務省向け貸出、ローン・パーティシペーションおよび譲受債権等をいう

合 計

国および
地公体等

+299
（+2.0%）

14,666

計画 計画

15,195
14,762 14,96514,819 14,666

＋397

＋131

△323

＋299

△43

＋282

＋59

＋60

＋34
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有価有価証券運用計画証券運用計画

1,833
1,856

1,716

1,817

1,785

3,216

2,871

2,601

2,388

7,711

3,609 3,929

5,430 6,731

2,337

456

528

496

519

470
218

229

204

491

254
164

113

13

21

27

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

21/3 22/3 23/3 24/3 25/3

（億円）

118 123 128
120127

0.95

1.25
1.18

1.07

1.32

0

20

40

60

80

100

120

140

160

21/3 22/3 23/3 24/3 25/3

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60利息配当金

利回り（右軸）

有価証券平残

12,573 合計

国債

株式

外債

計画

投信等

10,782

地方債

社債9,867

有価証券利回り・利息配当金の推移

計画

24/3 25/3 増減

債券 114 109 △ 5
株式 10 8 △ 2
投資信託 3 3 0
合計 127 120 △ 7

25/3期　利息配当金の内訳計画

（億円）

（億円）

（％）

11,861

8,963

+712
（+6.0%） △7

+980
（+14.5%）

＋6

△14

△14

△213

△32
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経費とＯＨＲの状況・見通し経費とＯＨＲの状況・見通し

148 148 159 159 158

131 134
116 121

121

12

12 13
12

11

77.89%

65.95%
68.60%

71.30%

75.80%

0

100

200

300

400

21/3 22/3 23/3 24/3 25/3

（億円）

※ ＯＨＲ＝経費÷コア業務粗利益
　　コア業務粗利益＝業務粗利益－国債等債券関係損益

293
277 283

計画

＋4
(+1.2%)

ＯＨＲ
（＋2.09Ｐ）

30,579百万円
39,258百万円

税　金

合　計

物件費

人件費

305

＋3

△1

+1

30,195百万円
39,835百万円

301
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経費削減へ経費削減への取組みと人材の有効活用の取組みと人材の有効活用

●プロジェクトの専担部署

◇ プロジェクトの専担部署として、
　　総務部内にコスト管理課を配置

● 経費削減プロジェクトの継続・強化

◇全行的なコスト削減意識の醸成
◇ 各種手続きの本部集中化の推進

● 「コスト管理課」のミッション

◇ コスト管理態勢の再構築
◇ 調達方法の改革
◇ コスト管理インフラの整備
◇ 投資審査・効果検証手法の検討
◇ 永続的なローコスト体質の維持

　　　経費削減への取組み

● 戦略的人事配置の推進・人材育成

◇県内地区店舗の効率化・スリム化
◇ システム移行スタッフのシフト
◇ 業務効率化によるマンパワーの創出

◇ 人員のスリム化による人件費削減
◇ 有望地域・新業務への人材投入
◇ JETROなど外部機関への人材派遣

　　　人材の有効活用

21/3期 24/3期 25/3期 21/3期比

66 57 54 △ 12経常費用

中計最終目標実績推移
（億円）
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与信コストの状況与信コストの状況・見通し・見通し

与信コスト・与信費用比率の推移
与信費用比率＝与信コスト÷貸出金平残
与信コスト＝一般貸倒引当金繰入＋個別貸倒引当金繰入＋貸出金償却
　　　　　　　　＋債権売却損＋その他

161

288

43 51 51

22 21 29

135

19
69

△94
9

14
△3

0.12%
△0.02%

0.47%

△0.06%

1.25%

2.23%

0.03% 0.07%

0.31% 0.36% 0.37%

0.16% 0.15% 0.20%

0.92%

0.09%

-50

0

50

100

150

200

250

300

10/3 11/3 12/3 13/3 14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 25/3

（億円）

与信コスト

計画

19億円
1兆4,965億円

与信費用比率

+0.14P

+22
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利回り･利鞘の状況・見通し利回り･利鞘の状況・見通し

0.050.060.08
0.15

0.24

0.24

0.09

1.161.16

1.171.161.12 1.12 1.16

0.35
0.41

0.48
0.58

0.66

0.790.76

1.58
1.64

1.74

1.90

2.07
2.15

1.96

0.95

1.07

1.18
1.25

1.29
1.37

1.32

0.08
0.14

0.22
0.27

0.33

0.440.44

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 25/3

(％)

計画

貸出金(円貨)
利回り

有価証券
(円貨)利回り

経費率

預貸金利鞘

総資金利鞘

預金(円貨)
利回り
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株主還元の状況株主還元の状況

　健全経営を維持するため適正な内部留保の充実に努めるとともに、
安定的な配当を継続実施する。

　配当政策の基本方針

　株主還元の状況

　配当額の推移

21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期予想
一株当たり年間配当額 6.00円 6.00円 6.00円 7.00円 6.00円
期末株価 515円 411円 404円 368円 -
配当利回り 1.16% 1.45% 1.48% 1.90% -

(百万円） 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期予想

年間配当額① 1,106 1,105 1,089 1,256 1,071

自己株式取得額② 175 12 1,447 647 0

株主還元額③=①+② 1,281 1,117 2,536 1,903 1,071

当期純利益（単体）④ 6,021 2,744 3,861 6,965 4,000

配当性向①/④×100 18.36% 40.28% 28.20% 18.04% 26.77%

株主還元率③/④×100 21.28% 40.72% 65.68% 27.33% 26.77%

平成22年5月27日に
1,793千株、638百万円

相当を取得

平成22年12月～23年3月に
1,906千株、795百万円
相当の買い付けを実施

（注） 円単位で計算のうえ、単位未満切捨て

　当行創立７０周年
記念配１円実施

（中間期３.５円）
（期 末３.５円）

平成23年12月26日に
2,079千株、644百万円
相当の買い付けを実施
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ⅣⅣ　山梨県経済の動き　山梨県経済の動き
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景気動向景気動向

△ 80

△ 70

△ 60

△ 50

△ 40

△ 30

△ 20

△ 10

0

10

20

30

40

50

19/3 9 20/3 9 21/3 9 22/3 9 23/3 6 9 12 24/3 6（予測）

「日本銀行甲府支店」

製造業　　△8
全産業　 △10
非製造業△12

　　　　日銀短観業況判断D.I.(山梨県内）　　　

製造業
　 △11
全産業
　 △13
非製造業
△16

26.4 26.1

6.0 7.4

16.6 16.0

4.8 6.5

9.1

14.11.9

2.8
7.4

5.5

25.3
20.2

2.4 1.3

山梨県 全国

農林水産業・鉱業

製造業

建設業

電気・ガス・水道業

卸・小売業

金融・保険業

不動産業

運輸・通信業

サービス業

「県民経済計算年報」

（平成21年度）

　　　　経済活動別総生産(産業部門=100）　　　

県内製造品出荷額等の割合

（単位：％）

食料品製造
ほか
33.8%

情報通信
機械ほか
18.9%

電子部品
12.0%

電気機械
14.9%

生産用機械
20.4%

（平成22年）

「山梨県 工業統計調査結果報告」

IT関連などの機械工業が集積
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　 「薄膜シリコン太陽電池製造装置」　量産開発

　 　・「東京ｴﾚｸﾄﾛﾝ」・「ｼｬｰﾌﾟ」　⇒山梨県内の関連産業の成長を期待

＜山梨県内の動き＞

「山梨燃料電池実用化推進会議」

　・県内外の大学や大手自動車メ ーカーなど30団体が参加

「山梨大学燃料電池ナノ材料研究センター｣

　・燃料電池実用化に向けた世界最先端の基礎研究

　・事業費70億円

　・世界最高水準の実験設備

　・平成22年11月以降、日産・本田技研・ダイハツとの共同研究開始

　・平成24年3月、本田技研・パナソニックと、同センター開発の触媒　　
　 の実用性に関する共同評価開始

燃料電池 太陽光発電

　太陽光発電の実証研究＜北杜サイト太陽光発電所＞

　　・平成21年12月本格運用開始
　　・平成23年4月、 北杜市がNEDOから譲受
　　・大規模太陽光発電ｼｽﾃﾑの普及拡大
　　 に向けた実証研究を継続　

※この他、平成25年3月、県有地2か所（計23.9ha）でﾒｶﾞｿｰﾗｰ試運転開始

　国内内陸部最大級の太陽光発電所稼動＜甲府市＞

　　・山梨県・東京電力共同事業
　　・平成24年1月27日 営業運転開始
　　・最高出力：約1万kw
　　 年間発電量：約1,200万kw 
　　・平成25年度以降、リニアの超電導技術
　　　を応用した蓄電システム開発拠点を隣接地に建設予定(県・鉄道総研)　

山梨を最先端産業であるクリーンエネルギー開発のメッカに

新産業の形成と県内機械工業の受注機会拡大を支援

米倉山太陽光発電所

新産業の創造新産業の創造

-市場予測 -
・燃料電池国内市場＜㈱富士経済：H22/7調査＞

　平成21年：159億円⇒平成32年：7,854億円

・燃料電池車世界市場＜㈱富士経済：H23/3調査、ﾒｰｶｰ出荷ﾍﾞｰｽ＞

　平成22年：56億円（見込）⇒平成37年：2兆5,100億円

- 市場予測 -
・国内太陽光発電システム市場＜㈱矢野経済研究所：H23/9調査＞

　平成22年度：6,553億円⇒平成27年度：1兆4,797億円

☆関連企業への積極的な資金対応
☆最先端の研究成果と企業の技術・ﾆｰｽﾞとのﾏｯﾁﾝｸﾞ強化
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高速交通網の整備高速交通網の整備

○リニア実験線　延伸工事
・平成25年（2013年）完成予定（総事業費 約3,500億円）

○リニア中央新幹線
　　・平成26年度（2014年度）着工、平成39年（2027年）開業予定　
　　・平成23年5月　国土交通省がＪＲ東海に建設指示
　　　⇒23年11月　県内駅位置ほぼ確定
　　・概算建設費（含む車輌費）：9兆300億円

　　・山梨県内にリニア駅ができた場合の経済効果 （山梨県の試算）
・県内産業の年間生産額146億円増加
・1日当たりの交流人口2万人増加

リニア中央新幹線 中部横断自動車道

西関東連絡道路

圏央道

双葉

あきる野ＩＣ
長野・佐久方面

上信越自動車道に接続

長野・名古屋方面
長野自動車道に
接続（直結）

埼玉・花園方面

関越自動車道に接続

御殿場ＪＣＴ

海老名ＩＣ

中央自動車道

中央自動車道

甲府

南ｱﾙﾌﾟｽ

東名高速道路

高尾山ＩＣ～海老名ＩＣ
平成25年度開通予定

白根

中部横断自動車道

新東名高速道路

期待効果：関西圏からの観光客増加・受注機会の拡大・首都圏への通勤可能範囲拡大による定住者増加等

中部横断
自動車道

八千穂ＩＣ～佐久南IC
平成28年開通予定

六郷ＩＣ～富沢ＩＣ

平成20年度着工済

平成29年度開通予定

増穂ＩＣ～六郷ＩＣ

平成19年度着工済

平成28年度開通予定

長坂

八千穂

上信越自動車道

長坂JCT～八千穂ＩＣ
平成22年12月

「計画段階評価」開始

佐久小諸
JCT 佐久南ＩＣ～佐久小諸JCT

平成23年3月開通

☆平成24年1月　「リニア中央新幹線・中部横断自動車道活用
　 推進プロジェクトチーム」 を行内に設置　

甲府
飯田

奈良大阪 所要時間

東京-甲府　　15分
東京-名古屋　40分
東京-大阪　　67分

南アルプスルート（直線ルート）にて建設指示

リニア中央新幹線の路線図

山梨リニア実験線

2027年開業予定

東京

名古屋

※ルート・駅位置は概略

大月

富士
吉田

六郷

富沢

増穂

身延

南部

相模原

富沢ＩＣ～新清水JＣＴ

平成29年度開通予定

新清水JCT

八王子ＪＣＴ

高尾山ＩＣ

八王子西ＩＣ

身延山
須走ＩＣ

御殿場ＩＣ

東富士五湖道路

須走ＩＣ～御殿場ＩＣ
平成24年度用地交渉着手

県：平成32年度までの開通を要望
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ⅤⅤ　　続・平成２４年度以降のテーマ続・平成２４年度以降のテーマ
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続・平成２４年度以降のテーマ　①続・平成２４年度以降のテーマ　①

ＣＳ，ＥＳ　Ｎｏ.１の
地方銀行へ

ＣＳ，ＥＳ　Ｎｏ.１の
地方銀行へ

業績向上

ＥＳ向上
職場の活性化と
やる気の向上

ＣＳ向上
職場内ＣＳの向上から
お客さま満足度の向上へ
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続・平成２４年度以降のテーマ　②続・平成２４年度以降のテーマ　②

　トップラインの引上げのために

　１．自己資本比率1％相当を上限に、リスクアセット拡大

　２．県内大手行シェアの奪取　
　　　～大手行総与信残高約2,100億円の10％が当面の目標

　４．債券運用の強化・高度化

　３．地場産業活性化と新規需資創出に向けた、目利き力を
　　　備えた人材養成（5年間で50名程度）

　５．交通インフラ整備に伴う山梨県経済活性化への取組み
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続・平成続・平成２４年度以降のテーマ　２４年度以降のテーマ　②トップライン②トップラインの引上げのためにの引上げのために

　１．自己資本比率1％相当を上限に、リスクアセット拡大

　　地域企業の積極的な支援と資金供給

専門性の高いスタッフの配置

 ■中小企業診断士：40名

経営支援コーディネートサービス

 ■山梨大学客員社会連携
　　　　　　　コーディネータ：102名

 ■農業経営アドバイザー
　　ソリューションサポーターほか

専門家派遣・研究開発・補助金
知的財産権登録・税務・経営改善

外部専門家との連携

 ■業務アドバイザー
 　 （元上場メーカー役員）
 ■やまなし産業支援機構
 ■山梨大学・山梨学院大学
 ■山梨県工業技術センター
 ■中小企業基盤整備機構
 ■発明協会・TKC西東京山梨会
  　ほか

もうちょっとで

新技術が商品化で

きるんだけど…。

リニューアルして

今風のレストランに

したいな…。

経営意欲・将来性がある地元企業のニーズ

だけど

担保はないし

KeyManへの情報蓄積・全行での共有ズ

　「渉外力強化プロジェクト」の展開による営業力強化

業務の合理化・効率化・集中化（マンパワーの創出）
勘定系ｼｽﾃﾑ「BankVision」、新総合融資支援ｼｽﾃﾑ「KeyMan」の導入

渉外人員

＋105名

動産担保融資（ＡＢＬ）

知的財産権担保融資

●これまでの実績
　 甲州ワインビーフ・甲州ワイン 等
●さらなる取組みの強化へ向けて
　  トゥルーバGＨＤと提携

●制度融資と組合せて
　　　　　　　　 積極的な活用を図る

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝとﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞのﾂｰﾙ

事業評価に基づく融資の活用

これまでの主な取組み等 今後の施策（中長期的な取組み等）

商店街活性化支援ローン（仮称）

地域コミットローン（仮称）

●商店街で頑張る中小企業を支援
●無担保で柔軟に対応

●新技術・新製品の開発に取り組む
　 将来性ある企業への資金供給と、
　 事業計画の進展に応じた金利設定
    （軽減等）

商品ラインアップの充実
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続・平成２４年度以降のテーマ ②トップラインの引上げのために

5,000

4,639

4,878

5,143

4,593
4,575

10,500

10,31310,319

10,310

10,951

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3

7,500

8,000

8,500

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

11,500

中小企業向け貸出金の増強

■成長分野・地域ブランドの育成・支援

■成長分野向け貸出金の増強 （22/7～累計実行額192億円）

■事業性融資他行肩代り推進運動の展開 （23/12～累計実行額59億円）

これまでの主な取組み等

今後の施策（中長期的な取組み等）

中長期的な残高目標
残高５，０００億円

中小企業向け貸出金残高（末残）・事業性貸出先数

■「地域活力強化ファンド」による成長分野＋地域ブランド産業への支援

■県内大手行のシェア奪取
～大手行総与信残高２，１００億円の１０％が当面の目標

◆事業性融資肩代り推進にかかる全行運動展開
◆本部ブロック別ソリューションサポーターによる
営業店との帯同訪問、案件組成支援

◆個社渉外育成担当推進役による人材育成

◆成長分野（医療・介護、環境、観光、農業、事業承継・Ｍ＆Ａ 等

◆地場産業（地域ブランド産業）支援 ファンド２００億円／２４年４月創設

１．自己資本比率1％相当を上限に、リスクアセット拡大

２．県内大手行シェアの奪取 ～大手行総与信残高約2,100億円の10％が当面の目標

■西東京地区におけるセグメント（業種）別推進・ソリューション営業の強化

（※中小企業向け貸出金残高は、不動産関連地方公社向け貸出金を除く）

（億円） （先）

事業性貸出
先数（先）

残高
（億円）
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続・平成続・平成２４年度以降のテーマ　②トップラインの引上げのために２４年度以降のテーマ　②トップラインの引上げのために

　１．自己資本比率1％相当を上限に、リスクアセット拡大

3,698

3,594
3,614

3,735

3,668

4,000

356
339

315 316

287

3,000

3,300

3,600

3,900

4,200

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3

0

50

100

150

200

250

300

350

400

　　個人ローン増強による個人取引の拡大

■個人のお客さまのライフイベントに積極的に関与

■お客さまの取引メイン化につなげる入り口として増強

■他行住宅ローン肩代り推進運動の展開

◆23年度下半期の肩代り実行額　87億円（前年同期比＋13％）
◆住宅ローン実行額は減少トレンドから増加へ

■住宅ローン営業態勢の強化

◆ローンスクエアの態勢強化・新拠点の設置
◆営業店とローンスクエアで一体となった推進強化

中長期的な
住宅ローン残高目標 残高４，０００億円

住宅ローン残高（末残）・期中実行額推移

これまでの主な取組み等

今後の施策（中長期的な取組み等）

■新型カードローンの導入による消費者ローン増強

個人ローンを入り口とした取引メイン化により生涯収益を拡大

（億円） （億円）

残高
（左軸、億円）

期中実行額
（右軸、億円）
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続・平成続・平成２４年度以降のテーマ　②トップラインの引上げのために２４年度以降のテーマ　②トップラインの引上げのために

　１．自己資本比率1％相当を上限に、リスクアセット拡大

　　「ふるさと山梨リンケージ２００」との連携強化

「ふるさと山梨リンケージ２００」とは．．．

　・山梨県人会連合会が提唱する「山梨県民および首都圏の山梨県（出身）関係
　　者の計２００万人が連携し、ふるさと山梨の活性化を目指す活動」のこと

当行の使命

■山梨県と首都圏の山梨に関係する法人・個人との連携
　 の橋渡し

■ビジネスマッチング・情報提供等のソリューション営業の
　 展開による融資取引拡大

H24.5.17　相模原支店　営業開始

東京都内・相模原市内における
ネットワークをフル活用

当行

山梨県 在京の山梨県
（出身）関係者
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　３．地場産業活性化と新規需資創出に向けた、目利き力を備えた人材養成（5年間で50名程度）

派遣先 業   種 派遣先 業   種

Ａ社  ワイン醸造 Ｇ社  旅館

Ｂ社  アクセサリー製品企画・製造・販売 Ｈ社  青少年教育施設運営

Ｃ社  ニット製品企画・製造・販売 Ｉ社  ブライダルホール運営

Ｄ社  印傳製品製造・販売 Ｊ社
 リハビリテーション病院、介護老人
 保険施設等運営

Ｅ社  ホームセンター

Ｆ社  スーパーマーケット

続・平成２４年度以降のテーマ　②トップラインの引上げのために続・平成２４年度以降のテーマ　②トップラインの引上げのために

　　本年4月1日、山梨県内10社への行員派遣を開始

　　来年度以降も派遣を継続　　5年間で総勢50名程度を予定

平成21年度
経済活動別県内総生産
　　　　　(産業部門=100）
　出典：県民経済計算年報

26.4

6.0

16.6

4.8

9.1

1.9

7.4

25.3

2.4

山梨県

農林水産業・鉱業

製造業

建設業

電気・ガス・水道業

卸・小売業

金融・保険業

不動産業

運輸・通信業

サービス業

（単位：％）



－ 38－

続・平成２４年度以降のテーマ　②トップラインの引上げのために続・平成２４年度以降のテーマ　②トップラインの引上げのために

　４．債券運用の強化・高度化

債券
94％

24/3期
平残11,861億円

株式4％

投信2％
●リスク・リターンバランスを重視
●効率の良い銘柄へ投資
●Ｊ-REIT投資の継続

投信

●収益性・成長性を重視
●銘柄数を限定し、投資効率を高める
●政策投資の抑制
●Ｈ24上半期予想レンジ：日経平均株価　8,500円～11,000円

株式

機動的な運用
による収益増
と利回り改善

　　　　　　　　●市場変動に応じた機動的な運用スタイルによるポートフォリオの再構築
　　　　　　　　●金利リスクの上限は円貨債券修正デュレーション4．0
　　　　　　　　●外国債券へ分散投資
　　　　　　　　●Ｈ24上半期予想レンジ：10年国債利回り　0.80％～1.05％

債券

金利予想
レンジ

23/12　　　　　　　　　　　　　　24/4　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　24/9　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25/3以降

＜23/12～24/3実績＞
デュレーション調整を
目的に入替800億円

長期化
利回り改善の効果

短期化
リスク低減の効果

＜24/4～5実績＞
デュレーション調整を
目的に入替900億円

レンジ上限域

レンジ下限域
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　５．交通インフラ整備に伴う山梨県経済活性化への取組み

　１．目的

　　　リニア中央新幹線開業および中部横断自動車道開通、更には将来に亘る様々な地域社会の変化が　
　　　地域や当行に与える影響について調査研究し、県全体を活性化させる方策および経営戦略への反　
　　　映について検討を行う。

　２．体制

　　　総勢２１名（座長：専務取締役、行内公募によるメンバー７名 ほか）

　３．当面の活動

　（１）基礎調査

　（２）山梨県の将来像と当行による活性化策の検討

山梨県の経済社会の成長・発展に貢献する

当行のビジネスチャンスへ繋げる

「リニア中央新幹線・中部横断自動車道活用推進プロジェクトチーム」の設置「リニア中央新幹線・中部横断自動車道活用推進プロジェクトチーム」の設置

　　　（通称：リニア活用ＰＴ　　　（通称：リニア活用ＰＴ　　設置日：平成設置日：平成2424年年11月月2323日日））

続・平成２４年度以降のテーマ　②トップラインの引上げのために続・平成２４年度以降のテーマ　②トップラインの引上げのために



本日は、弊行の会社説明会にご参加いただきまして、まことにありがとうございました。

本日の説明内容についてのご照会等は、下記までお願いいたします。

【お問い合わせ窓口】

株式会社　山梨中央銀行

経営企画部　広報CSR室

電話　０５５（２３３）２１１１

E‐mail　kouho@yamanashibank.co.jp

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ　http://www.yamanashibank.co.jp/

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、

リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。




